
ニース国際分類とは、ニース協定に基づいて採択・公表された、「標章の登録のための商

品及びサービスの国際分類」（正文は英語及び仏語）をいう。

2001年7月現在、ニース国際分類の採用国は協定加盟国66か国を含め、世界160か国

以上で採用されている。我が国では、1990年2月20日にニース協定へ加盟してニース国

際分類を副次的に採用し、1992年4月1日から主たる体系で採用してきた。

これまで、ニース国際分類は数度の改正を経て、1997年1月から第7版を採用してきた

が、これを4年間に渡りニース協定加盟国及びWIPO国際事務局で改正のための検討を行っ

た結果、2000年10月に開催された「ニース国際分類に関する第18会期専門家委員会」に

おいて、ニース国際分類表第8版改定案が採択され、併せて第8版の効力発生日を2002年

1月1日とすることが決定された。

なお、「ニース国際分類に関する第18会期専門家委員会」において、次回のニース国際分

類の改正については、3年後に行うとする意見が出されたが、議論の結果、国際事務局より

3年とするが5年に延長する可能性を残す妥協案が示され採択された。

［これまでの改正］

第1版 1963年発効

第2版 1971年発効

第3版 1981年発効

第4版 1983年発効

第5版 1987年発効 ←　副次的体系として採用開始

第6版 1992年発効 ←　主たる体系として採用開始

第7版 1997年発効

第8版 2002年発効

第8版の主な項目（第7版の主な改正項目）

〇肥大化した現行の第42類のサービスを第42類～第45類の4つの類に分ける再構築を行

った。

第４２類�

第４２類�

電子計算機又�

はソフトウエ�

アの設計及び�

開発等�

第４３類�

飲食物の提供、�

宿泊施設の提供�

 

第４４類�

医療、�

動物の治療、�

美容等�

第４５類�

冠婚葬祭に係る�

役務、�

その他の個人の�

需要に応じて提�

等�

供する役務等�

ニース国際分類の改正�5

第3章●商標・意匠制度の国際的課題
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〇商品・サービス等の改正項目は、以下の293項目

新規追加 238

削除 14

類又は表現変更 27

類見出し等変更 4

今回のニース国際分類の改正により、我が国の商標法施行令第1条の別表及び商標法施行

規則第6条の別表を改正し、2002年1月1日より施行することとした。

第2部●グローバル化の深化と国際的枠組みの強化
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